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【研究活動の要約】 
2024 年度の中心的な研究活動の概要は以下の 5つの内容である。 

1. 宇治市における空き家問題の発生・深刻化の要因分析(資産税台帳データを活用した分析) 

この作業は固定資産税の資産税台帳データとアンケートで得られた空き家の可能性のある家屋について分析し、空

き家が発生もしくは数が多い地域や建物の特性を分析した。また管理不全空き家の発生・度合いが深刻化する要因

分析を行った。個人情報取扱いの関係があるため、主に関口研究室(関口・森)にて担当した。 

2. 2023 年実施の空き家所有者へのアンケート調査結果のクラスター分析とそれをもとにした AI を用いた啓発ビデオ作製 

2023 年度に実施した空き家の可能性がある所有者へのアンケート調査結果のクラスター分析を行い、回答者を 5つ

のクラスターに分類した。そのクラスターの中で、特に今後、管理不全空き家などの発生が予想されるクラスター

の持ち主などに対する啓発ビデオについて生成 AIを用いて作成した。 

3. 小中学生・一般市民に対する空き家に関する啓発活動に関する調査 

長い目で空き家問題を考えた時、空き家に直面している人々の問題掘り下げも必要であるが、むしろ、現在、空き

家には直面していない人々が、将来の空き家問題を認識して自分の家も含む地域のまちづくりに取り組む必要があ

る。そのため、小中学生や一般市民に対する意識啓発の事例を収集した。 

4. 空き家問題に取り組む地域コミュニティの先進事例調査（神奈川県逗子市逗子グリーンヒル自治会の取組み） 

空き家問題は行政の問題というよりは地域のコミュニティの問題というとらえ方が重要であり、逗子市の逗子グリ

ーンヒル自治会を訪問。中間支援団体の支援も得ながら、地域独自の取組を行っている事例を調査した（2025/3/7）。 

5. 宇治市の現地調査の実施、空き家ＤＳ研究会の開催 

宇治市への現地調査（5/14、11/12）、空き家 DS研究会（6/25:前期報告会、11/26、3/27：最終報告会） 

【研究活動の成果】 

1． 宇治市における空き家問題の発生・深刻化の要因分析(資産税台帳データを活用した分析結果) 

◎ 空き家が発生しやすい地域・建物の特徴、管理不全になりやすく、深刻化しやすい所有者の特徴を抽出できた。 

◎ 空き家の発生・深刻化に影響する要因を宇治市の実態に即して検証できた。 

◎ 空き家発生に影響する特徴（地域・建物・所有者）が相互に関連しうることが確認できた。 

2． 2024 年実施の空き家所有者へのアンケート調査結果のクラスター分析とそれをもとにした AI を用いた啓発ビデオ作製 

◎ クラスター分析により、空き家の所有者のタイプが 5つのクラスターに分類できることが分かった。 

◎ 5 クラスターのうち「状態が最も悪い」「セカンドハウス」「望まない相続」の空き家になりやすい 3つのタイプの

所有者の特性をふまえて、所有者達に必要な情報の提供を行う啓発ビデオについて生成 AIを活用して試作した。 

3． 小中学生・一般市民に対する空き家に関する啓発活動に関する調査 

◎ 現時点で空き家に直接関与していない小・中・高校生及び一般市民を対象とした街づくり啓発事例を収集 

4． 空き家問題に取り組む地域コミュニティの先進事例調査（神奈川県逗子市逗子グリーンヒル自治会の取組み） 

◎  逗子グリーンヒル自治会では、空き家部会を創設、この空き家部会が「空き家見守り台帳」を作成し所有者との 

密な連携を行っているとともに、空き家にはなっていない所有者の相談会などを中間支援組織の支援を得て実 

施してきた。コミュニティレベルでのきめ細かい対応が持続的なまちづくりにつながっている。 

5． 提言： 宇治市では過去に開発された住宅地の高齢化が顕著で、今後これら地区での逗子のような取組が必要である 

【研究成果の還元】 
1．宇治市への受託研究報告書：「京都府宇治市における空き家問題の発生・深刻化の要因に関する研究 −地域環境・建物・所有者に注目し

て−」生命環境科学研究科 関口達也・森崇太（2025 年 3 月） 

2．修士論文 「京都府宇治市における空き家問題の発生・深刻化の要因に関する研究 −地域環境・建物・所有者に注目して−」生命環境科学

研究科 森崇太（2025 年 1 月）, 「宇治市の住環境に関する市民アンケート調査の回答者特徴分析」 生命環境科学研究科 百々健人（2025 年

1 月）, 「建物所有者アンケート調査に基づく宇治市空き家の現状把握」生命環境科学研究科 小山直人（2025 年 1 月） 

3．学会論文 「京都府宇治市における空き家の発生要因に関する研究 -空き家になりやすい町丁目・建物・所有者の特徴分析-」都市計画学

会関西支部研究発表会講演概要集, 22, pp.161-164 （査読無）森崇太, 関口達也(2024) 

https://www.jstage.jst.go.jp/article/cpijkansai/22/0/22_161/_article/-char/ja 

4．報告会 宇治市空き家 DS 研究会：前期報告会(2024 年 6 月 25 日), 後期報告会(2025 年 3 月 27 日) 

 

【お問い合わせ先】公共政策学部 客員准教授 岩松義秀 Tel:075-703-5616 E-mail: iwamatsu@kpu.ac.jp 

第３号様式 



状態が最も悪い空き家 課題

タイプ１の特徴

全体平均 タイプ１

⼿⼊れなしで住める

⽉に1回以上の管理

65%

66%

32%

26%
改善⽅針

誰も住んでいない（半数）

データ数：120

特徴 他の家への転居で空き家となった
売却したいと考えている（半数）
上記の特徴は遠⽅の⽅に顕著

空き家の状態

状態が極めて悪い
売却以外の意思が⾒えない
困っている⽅はある程度おられるが、
補助制度などを求める⽅が少ない

このグループに属する可能性がある⼈た
ちに啓発を⾏う
解体してその後の売却・利活⽤を⾏う

6

タイプ１ タイプ４タイプ５

特に啓発が必要な主要な３つのタイプ

12

管理不全空き家
予備軍

セカンドハウス 望まない相続

参考（研究成果の概要） 
＜宇治市における空き家問題の発生・深刻化の要因分析＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
●団地開発地の高齢化が深刻。今後の地域での組織的見守り必要   ●今後コミュニティでの見守り体制の構築が不可欠 

 

＜2024 年実施の空き家所有者へのアンケート調査結果のクラスター分析＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜逗子市への先進事例調査＞                 ＜小中学生・一般市民への啓発事例調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

                  ＜総括＞ 
◎ 宇治市では郊外にできた公共交通機関が不便な住宅開発地が多くあ

り、その多くで高齢化が進んでいる。それらの住宅地では今後、空き家

発生の可能性が高くなるという分析結果があり、そのための様々な啓発

活動、相談活動などの準備を自治会・町内会を中心に進めていく必要が

ある。 

 

◎ このような状況をふまえ、宇治市は自治会・町内会に対する中間支援組

織の育成と支援を進めていく必要がある。 

 

◎ 中間支援組織のあり方

は逗子市の取組みが参

考になる。中間支援組織

に必要な資金は今後、

国・京都府の補助金をは

じめ、クラウドファンディ

ングや企業ふるさと納税

などの可能性も模索して

いく必要がある。 

 

最終報告会 3/27 風景⇒ 

逗子グリーンヒルズ空き家対策部会のヒアリング内容

• 地域のコミュニティが専門
家の支援を得て空き家所有
者とコンタクト

• 空き家対策部会は空き家見
守り台帳を作り見守り活動

• 中間支援組織と地域自治会
が連携してコミュニティ内
での意識啓発ができた

• 中間支援組織は国の補助金
を活用してセミナー等に専
門家を派遣

• 新興住宅地は同世代・近い
世代が住んでお、お互い
の見守り・啓発必要

POINT

（一般社団法人チームまちづくり 松本昭様よりご提供）



 


